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研究成果の概要（和文）：　ICTの進展により流通業においても電子調達を広く使用するようになった。流通業におけ
る代表的な電子調達機関として、世界の小売企業によって設立されたネオグリッド（旧名はアジェントリクス）がある
。このネオグリッドは日本においても欧州においても全世界的に統一されたソリューションを提供しており、インター
ネットでアクセスするだけで同様の商取引環境を得ることができる。
　これらの商取引の効果は、コミュニケーションコストや調達コストの削減である。そして、企業間においてはオーク
ションなど競争的側面を強調する取引マーケティングのみならず、情報共有などを通じて協調関係を形成する関係性マ
ーケティングの増幅がみられた。

研究成果の概要（英文）： Through the development of ICT, e-procurement has come to be widely used in the 
distribution industry. An exemplary e-procurement agency, Neo Grid, was founded by the global retailers 
formerly known as Agentrics. Being accessed through the internet, where all parties may obtain the same 
transaction environment, the Neo Grid provides a globally unified solution.I found that the effect of 
these transactions is a reduction of communication costs and procurement costs.
 I noticed that e-Procurement has influenced changes in distribution companies, trade marketing, which 
has competitive aspects, such as auction. In addition, I found that relationship marketing has expanded 
through cooperative relationships, such as information sharing.It appears that the reduced cost of 
communication and procurement has influenced changes in business relationships in the distribution 
industry by both increasing competition in trade marketing and increasing cooperation in relationship 
marketing.

研究分野： グローバル・マーケティング、グローバル流通論

キーワード： ICTの進展　電子商取引（EC)　グローバル化　取引マーケティング　関係性マーケティング　オークシ
ョン　情報共有　コミュニケーションコスト
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１．研究開始当初の背景 
電子調達は、1999 年に世界小売企業売上
高第 1位であるウォルマートが自社のシス
テムであるリテールリンクを使用して行っ
たのが始まりである。リテールリンクに対
抗するため、2000 年にウォルマートの脅威
を背景として第 2位以下の小売企業が主体
となって創立した電子調達機関が GNX 社と
WWRE 社である。GNX 社と WWRE 社には世界小
売企業売上高ランキング 100 位以内に入る
規模の約 70 社が参加し、その後、2005 年
に類似した機能を担っていたGNX社とWWRE
社は Agentrics 社として合併された。
Agentrics 社は 2011 年 10 月現在、カルフ
ール、メトロ、テスコなど 50 社以上もの小
売企業が参加し、クラフト、コカ・コーラ、
パナソニックなど 250 社の工場が利用し、8
万社を超える小売業者がデータ交換にて使
用し、10 万社以上の国際的サプライヤーが
商品調達を行うなど、世界的な電子調達機
関の役割を担っている(川端庸子（2011）「小
売業における国際電子調達に関する研究」
明治大学大学院経営学研究科 2010 年度博
士学位請求論文、1-255 ページ)。 
流通業において調達の多様化と安定化を

求める行動は、1946 年に設立されたコンチ
ネンタル・デパートメントストア・グルー
プや 1959 年に設立されたヨーロピアン・ア
ソシエーション・オブ・デパートメントス
トア・グループ(鈴木安昭(1968)｢小売業の
『国際化』｣『青山経営論集』3巻 2号、
115‐132 ページ)からみられた。この調達
の多様化と安定化のひとつの解決方法には、
調達の国際化がある。調達の国際化は、第
1に低価格の調達、第 2に品質差別性、第 3
に高品質商品の調達、第 4に商品の入手可
能性の確保などを目的として行われてきた
(Dawson,J.A.(1993),“The 
Internationalisation of Retailing”,in 
Bromely,R,D,F.and 
Thomas,C,J.(eds.),Retail Change: 
Contemporary Issues,UCL Press,pp.15-40.
など)。調達の国際化は、1990 年代以降、
とりわけ 2000 年代以降における小売業の
出店の国際化の進展とともに、よりいっそ
う重要視されるようになった。 
 そのような環境下において、1990 年代後
半のインターネットを始めとする情報化の
進展に伴い、とりわけ 2000 年代以降流通業
においても情報技術のよりよい活用および
電子調達が使用されるようになってきた。
このような流通業における情報技術の活用
と電子調達は、第 1に取引透明性の向上、
第 2にグローバル化、第 3にコストの低下
(Bichler, M. (2001), The future of 
eMarkets – Multidimensional Market 

Mechanisms, Cambridge University Press.
など)といったメリットもあるが、売手・買
手の協調関係性を強める側面と、逆オーク
ションなどで市場での競争的側面（取引マ
ーケティング）を増幅させるという 2面性
をもち(阿部真也(2009)『流通情報革命 －
リアルとバーチャルの多元市場－』ミネル
ヴァ書房など)、企業間関係の変化に影響を
与えていると思われる。 
流通の企業間関係の変化について、製造

業者と流通業者の関係を論証した代表的な
理論には、垂直的な関係を論証した流通系
列化理論やパワー・シフト理論や 1990 年代
以降の製版同盟やサプライ・チェーン・マ
ネジメント(SCM)に代表されうるチャネ
ル・メンバーの協働による新たな価値創造
を謳った諸理論もある。 
しかし、流通業において取り入れられてき
た情報化および電子調達は、そのシステム
の性格ゆえに、表からは見えづらいため、
これまで電子商品調達機関の名称が書かれ
たことはあるが、詳細に数値や事例をあげ
げて説明している文献やその企業間関係を
明らかにした研究は研究代表者の知る限り
極端に少なく、どちらかといえば不明瞭な
部分が多く、検討の余地があるといえる。 
研究代表者は、小売業国際化研究の文献レ
ビューと電子調達の萌芽的な研究成果とし
て、2002 年に「小売業の国際化における GNX
と WWRE」の題名で『明治大学大学院 経営
学研究論集』第 16 号（pp.413-434）に論文
発表を行った。その後、小売業国際化と電
子調達に関する研究を続けており、その成
果は、論文や国内外の学会発表を通じて成
果を社会に発信してきた。また、電子調達
機関の個別研究として、リテールリンクや
GNX 社と WWRE 社の 2 社が合併してできた
Agentrics 社や Agentrics 社の日本支社と
なる Agentrics  AP 社について分析してき
た。また、上記電子調達機関に加え、イオ
ン社およびイオンアイビス社をはじめとす
る、流通企業へのインタビュー調査もこれ
まで続けてきた。それらインタビュー調査
の結果を含め、平成 23 年 3月に「小売業に
おける国際電子調達に関する研究」として
論文にまとめ、博士号を取得した。 
博士論文にまとめた研究のなかでは、
Agentrics AP 社および Agentrics AP 社の
中心的利用企業であるイオン社およびイオ
ンアイビス社の担当者へのインタビュー調
査から、日本の流通業の情報化と電子調達
の活用状況におけるデータが明らかになる
とともに、そこから日系流通業における課
題として第 1に取引業務プロセス・システ
ムおよびマスターデータの標準化問題、第
2に日本語による取引相手の制約問題、第 3
に在庫リスク負担の問題、第 4にロジステ
ィクスの整備問題、第 5に日本の流通業に
おける構造変化を望まない姿勢が明らかに



なった。本申請案件は、これまでの一連の
研究から発見事実に起因した問題意識に基
づいたものであり、位置づけとしては、博
士論文で扱っているテーマを更に発展させ
たものとなっている。 
研究代表者による論文とインタビュー調
査結果報告書は、Agentrics AP 社内部から
も高く評価を受け、平成 23 年 5 月には
Agentrics 社主催の国際カンファレンス
(ブラジルのサンパウロにて開催)へ招待を
うけ、Agentrics 社と取引のある流通企業
に対してわずかな時間ながらインタビュー
を行うことができるようになった。そこで、
1 年に 1 回全世界の取引メンバー企業が集
まって先駆事例や成功事例についての発表
や、今後のシステム変更や運営方法につい
て討論する Agentrics 社主催の国際カンフ
ァレンスへ、次年度以降も継続して参加し
ながら研究を続けていきたいと考えている。
Agentrics 社のインタビュー調査の結果、
調達の多様化と安定化が日本より進展して
いるといわれている先駆事例としては欧州
地域の企業をモデルとして例示された。そ
のため、日本と欧州地域の比較研究を行う
必要があると考えるに至った。 
 
２．研究の目的 
これまでの研究活動において、Agentrics 

AP 社とその取引流通業を中心としたインタ
ビュー調査によって、日本の流通業における
電子調達と企業間関係の変化について少し
ずつ明らかになってきた。そこで本研究では、
日本だけではなく、欧州地域を中心とした
Agentrics 社の世界的な電子調達の動向と企
業間関係の変化について明らかにし、日本と
欧州を比較研究することにより日本の流通
業において理論的かつ実務的なインプリケ
ーションを導出するよう取組んでいく。 
本研究は、世界的電子調達機関である

Agentrics 社と先駆的取組を行なっていると
される欧州流通業のケースをモデルとして
位置づけ、日本の流通業における情報化の活
用状況と電子調達の利用状況についての事
例とを比較検討する。その結果、日本の流通
業における企業間関係の変化と今後の課題
と方向性について理論的かつ実務的なイン
プリケーションを導出しようとしている点
に本研究の最大の特色がある。本研究におい
ては、Agentrics 社とその関連企業における
情報化の活用と電子調達の現状を実際的な
取組の 1つのモデルとして、未だ不十分と考
える日本の電子調達による流通の企業間関
係変化の研究発展という点に学術的意義が
ある。 
本研究「電子調達による流通の企業間関係

変化に関する日欧比較研究」は、調達の多様
化と安定化を求められるなかで、流通業にお
いて取り入れられてきた情報化および電子
調達のよりいっそうの活用と発展を目指し、
日本の流通業界団体と世界的な電子調達機

関であるAgentrics社と関連業界や本学およ
び研究代表者の海外研究受入先大学(欧州地
域に 1 年間)と連携した形で進める、流通業
における企業間関係変化に関する日欧比較
研究である。 
 
３．研究の方法 
本研究は、研究代表者である川端がこれま

で取組んできた、Agentrics AP 社(アジア・
パシフィック地域担当支社)とイオン社およ
びイオンアイビス社へのインタビュー調査
を通じて明らかにしてきた、日本における流
通企業における情報化と電子調達をいっそ
う展開させていくための日欧比較研究であ
る。主に Agentrics 社の紹介による流通企業
に対するインタビュー調査を通じて、研究目
的を達成していく。 
【平成 24 年度】 
平成 24 年度は、①Agentrics AP 社とイオ

ン社およびイオンアイビス社への調査研究
活動を通じて明らかになる、調査研究活動の
課題と問題点を整理し、その対策についての
検 討 課 題 を 整 理 す る こ と 、 ② 文 献 や
Agentrics 社へインタビュー調査をしながら、
同様な調査活動や、先行事例分析を行うこと、
この 2点について取組んでいった。 
 そこで、日本における文献収集に加えて、
アジェントリクス・エーピー社、イオン社、
イオンアイビス社、三徳社、シジシ－社、西
友社への調査研究を行った。 
これらの研究成果の一部は、同文舘出版よ

り単著『小売業の国際電子商品調達－ウォル
マート、アジェントリクス、シジシーの事例
を中心に－』というタイトルで上梓した。こ
の著書により、理論的にも実務的にもある一
定の貢献をすることができたと考えるが、本
研究分野には未だ不明瞭な部分も多く、検討
の余地が多くあることがわかった。また、先
駆的事例として欧州地域の企業をモデルと
して例示した。 
【平成 25 年度】 
平成 25 年度は、本務校の国外研究員とな

り、イギリスのリーズ大学に所属した。その
ため、リーズを拠点として欧州域内外を中心
に視察調査やインタビュー調査を行った。①
平成 24 年度に整理した、調査研究活動にお
ける諸課題の対策について具体的に検討し、
②欧州地域を中心対象としたインタビュー
調査を実施した。 
例えば、英国の主要な流通業者であるアズ

ダ社（英国のウォルマート）やそのサプライ
ヤーである IPL(International Procurement 
& Logistics)社を中心として、日本の西友か
らアズダ社やその関連会社に出張や出向し
ている方へのインタビュー調査、その他テス
コ社、セインズベリー社、モリソンズ社、マ
ークス＆スペンサー社、リドル社、アルディ
社、コープ社、ウエイトローズ社、ジョン・
ルイス社、コストコ社などの企業情報を収集
した。 



【平成 26 年度】 
最終年度である平成 26 年度は、①平成 25

年度のインタビュー調査を通じて得られた
欧州の流通業における電子調達と企業間関
係の変化に関する検討を行い、②日本の流通
業と欧州の流通業における電子調達と企業
間関係の変化について比較検討した。 
ただし、平成 26 年度 4 月に第 2 子出産の

ため、予定していたインタビューを電話イン
タビューに変更したり、情報が不足した部分
についても電話やメールを通じて調査先企
業に情報提供をお願いするなどして、滞りな
く行った。また、国外研究者との交流や海外
発信についてはレポート等の電子送付やネ
ット上での情報発信に変更するなどして当
初の予定した方法とは一部異なることがあ
ったものの、研究内容には変更なく概ね予定
通りの研究を行うことができた。 
また、研究成果の発表は日本流通学会全国

大会、国際ビジネス研究学会全国大会、イギ
リス流通研究会および日本流通学会関東甲
信越部会共催、国際ビジネス研究学会関西部
会で積極的に行った。 
 
４．研究成果 

 Through the development of ICT, 

e-procurement has come to be widely 

used in the distribution industry. An 

exemplary e-procurement agency in the 

distribution industry, Neo Grid, was 

founded by the global retailers formerly 

known as Agentrics. Being accessed 

through the internet, where all parties 

may obtain the same transaction 

environment, the Neo Grid provides a 

globally unified solution. 

I found that the effect of these 

transactions is a reduction of 

communication costs and procurement 

costs. I noticed that e-Procurement has 

influenced changes in distribution 

companies, specifically trade marketing, 

which has competitive aspects, such as 

auction. In addition, I found that 

relationship marketing has expanded 

through cooperative relationships, such 

as information sharing. 

It appears that the reduced cost of 

communication and procurement has 

influenced changes in business 

relationships in the distribution industry 

by both increasing competition in trade 

marketing and increasing cooperation in 

relationship marketing. 
 
ICT （ Information and Communication 

Technology：情報通信技術）の進展により流
通業においても電子調達を広く使用するよ
うになった。流通業における代表的な電子調
達機関として、世界の小売企業によって設立
されたネオグリッド（旧名はアジェントリク
スと称す）がある。このネオグリッドは日本
においても欧州においても全世界的に統一
されたソリューションを提供しており、イン
ターネットでアクセスするだけで同様の電
子商取引（EC：Electronic Commerce）環境
を得ることができる。 
これらの商取引の効果はコミュニケーシ

ョンコストや調達コストの削減、および情報
共有や取引透明性の効果などである。コミュ
ニケーションコストとは、市場取引において、
取引を成立させるため、条件にマッチする取
引相手を探索する費用は膨大になる。この費
用には相手を探す時間や手間などが含まれ
る。見つかった相手に関して、その信頼性や
誠実さ、および能力(品質・納期)などを調べ
なければならず、それらに関する情報は調査
が困難で、莫大なコストがかかる可能性が高
い。しかしながら、このような情報は電子商
品調達機関によって事前審査されるため、探
索時間や費用を削減することが可能となる。 
調達コスト削減とはオークションにみら

れるように電子商品調達機関であるeマーケ
ットプレイスでは不特定多数の売り手と買
い手を集め、取引を仲介する。そのため、市
場価格の透明化が促進される。つまり、買い
手と売り手は、取引が発生するたびに取引価
格を観察することができる。そのため、両者
は取引に最も適切で利用可能な価格を知る
ことができるようになるのである。 
次に情報共有の効果とは、取引が継続的に

行われる場合、売り手と買い手の双方に互い
の技術や環境についての情報が共有・蓄積さ
れる。それによって在庫の削減とリードタイ
ムの短縮が同時に達成できるようになるの
である。また、新商品の情報を事前に電子デ
ータで送受信することも可能であり、業界内
のトレンド等についても情報を共有するこ
とができる。それに加えて、インターネット
を含む情報技術の進展により、情報共有する
ための時間が短縮されるとともにコストが
削減され、以前より多くの情報を収集・共有
することが可能になるのである。 
さらに、取引透明性の効果とは、これまで

既存の取引先とこれまでの取引関係や付き



合いも考慮に入れながら、取引先と自社間と
いう閉鎖的な関係の中で取引を行うことが
多くあった。確かに、こういった取引は今も
一部継続して行われている。しかしながら、
ネット取引は分権的で開放的な性格をもっ
ている。つまり、多数の参加者によってオー
プンな競争価格形成が行うことが容易にな
り、既存の取引先との関係などだけを考慮す
るのではなく、取引内容のみで取引先を決め、
価格が決定されるよう取引を増加させたの
である。そのため、従来よりも透明性の高い
取引が増加したのである。 
このような電子調達の特徴として、取引の

グローバル化がある。グローバル化とは既存
の地域的商圏に制約されないインターネッ
ト上の商圏の広がりを示しており、国内のみ
ならず国外の企業とも商取引を容易に行う
ことを可能にした。そして、この電子調達を
通じて、企業間においてはオークションなど
競争的側面を強調する取引マーケティング
のみならず、情報共有などを通じて協調関係
を形成する関係性マーケティングの増幅が
みられた。 
この取引マーケティングとは、オークショ

ンのような機能により、売り手と買い手の間
には競争による対立と摩擦が存在し、競争的
側面を強調するようになることである。電子
調達によって、企業間においてこの取引マー
ケティングが増幅することになる。しかしな
がら、次第に情報交換や情報共有などを通じ
て取引主体間の協調関係を形成していくこ
ととなり、その後、共同商品開発を行うなど
共通の利益追求を重視していくという、関係
性マーケティングも行われるようになるの
である。 
このように電子調達によって流通企業の

企業間においては、相反する取引マーケティ
ングと関係性マーケティングの2つの側面が
併存してみられた。また、日本と欧州を比較
した結果、グローバル化の点においては欧州
が先行しており、日本においてはとりわけ、
商取引の発注時に行う詳細な仕様書を日本
語で作成するため、調達のグローバル化にお
いて、未だに言語障壁があることが明らかに
なった。 
さらに、関係性マーケティングにおいても、

日本と欧州においても違いがみられた。日本
は新商品などの商品情報などを販売先の企
業に提供する用途に電子調達機関が使われ
ていることが多く、共同商品開発については
電子調達ではなく従来からの取引先と提携
して行うことが多くみられた。それに対し、
欧州においてはマークス&スペンサーのよう
にプライベートブランドの共同商品開発を
行いグローバルな規模で電子調達を行って
いる企業などもみられた。日本において、電
子上による共同商品開発が行われていない
要因のひとつとしては、EDI 標準規格化が進
んでいないことが原因としてあげられる。 
日本の流通業におけるEDI標準規格化にむ

け て の 大 き な 動 き と し て は 、 流 通
BMS(Business Message Standards：ビジネス
メッセージ標準化)と GDS(Global Data 
Synchronization：商品マスターデータの国
際的な同期化)の 2 つがある。流通 BMS はデ
ータ受発注に関わるマスターであり、GDS は
商品自身に関わるマスターである。ネオグリ
ッドのデータ交換・統合・ソリューションを
活用するためには、流通 BMS に加えて商品マ
スターが統一化されてないと実用化できな
い。 
しかしながら、日本は流通 BMS の導入さえ

もあまり進んでおらず、商品マスターの標準
化についての活動はあるものの実用化の段
階には至っていない。そのため、2015 年 5月
現在、電子調達機関の提供しているデータ交
換・統合・ソリューションは欧米小売企業に
おいて先行して利用されており、日系小売企
業はまだ使用されていないのである。 
以上のように日本と欧州は利用状況に違

いがあるものの、電子調達により流通業にお
けるグローバル化を進展させたことは明ら
かである。ただし、商取引などの情報や決済
に関してはインターネットを使って電子上
で即時に行うことができるものの、物流に関
しては各企業に委ねられている。そのため本
研究の結果、物流において流通企業間のどの
企業がどの範囲をどのように担っていくの
かという課題は未だ多く残っているという
ことが示された。 
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